
東温市事務事業評価シート　平成29年度実施事業対象

№ ― 5

16 年度 ～ 年度

① ④

② ⑤

③

単位 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度

目標

実績

目標

実績

目標

実績

費

28 29 30

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

3 4 3 3

3 4 3 3

該当

事業の目的 最終的
介護予防の観点から、健康年齢域の伸長を目的とし
て、はり、きゅう、マッサージ施術費を助成します。

今年度
介護予防の観点から、健康年齢域の伸長を目的として、は
り、きゅう、マッサージ施術費を助成します。

活動内容

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

課　　名 長寿介護課 係　　名 高齢福祉係 電話番号

ソフト事業 事業運営方法 直営 実施計画

施術費助成請求書を受け付けます。

内容を審査し確認した上で、助成金を支給します。

成果指標

公的関与

089-964-4408 メールアドレス tyojukaigo@city.toon.ehime.jp

事業期間 期間設定なし

（２）福祉サービスの提供と生きがいづくり

事業区分

事業の対象 東温市在住の６５歳以上の高齢者 根拠法令 東温市はり、きゅう及びマッサージ施術費助成条例

総合計画 政策目標 第１章 みんなが元気になる健康福祉のまち 政策項目 ３ 高齢者施策の充実

009 2001 事務事業名 はり、きゅう及びマッサージ施術費助成事業 細事務事業名

主要施策

指標名 計算式又は指標設定理由 最終目標

事務の性質上、指標設定に
なじまない。

参考として、申請件数の年間延
べ数を記載しています。

件
― ― ― ―

1,259 1,292

Ｄ
Ｏ

予算費目 会計 一般会計 費目名 老人福祉

直接事業費

平成 年度決算 平成 年度決算 平成 年度予算 備　　　　考

国・県支出金 0 0 0

地方債 0 0 0

その他特定財源 225 215 0

一般財源 1,034 1,077 1,440

計(Ａ) 1,259 1,292 1,440

人件費(Ｂ)
正職員工数・経費 0.100 596 0.100 601 0.100 613

臨時職員工数・経費 0.000 0 0.000 0 0.000 0

全体事業費(Ａ＋Ｂ) 1,855 1,893 2,053

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
・
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価者 高齢福祉係
総　合
評価点

Ａ 必要性 有効性 達成度 効率性

当面の
課　題

依然利用率は低いため、周知徹底を図り健康年齢の伸長を図る必要があります。

効率性 健康年齢の伸長により、介護保険費等の抑制に繋がるため、効率的に執行できていると言えます。

改　革
計　画

定期的に広報紙に掲載し、民生委員会等で呼びかけを行い、市民サービスの周知徹底を図ります。

今後の方向性 拡大・充実達成度 効率性

二次評価で
の指摘事項

高齢者の健康保持、介護予防等福祉施策の充実のため、より多くの高齢者の方に利用いただくよう、制度の周知を図る必要がありま
す。

二次評価者 長寿介護課長
総　合
評価点

Ａ 必要性 有効性

今後の方向性 拡大・充実

項目 評　　価　　項　　目　　の　　説　　明　（一次評価者のコメント）

介護予防及び高齢者福祉の観点からも、施術費の助成は必要です。

有効性 市において、類似・重複した事務事業はなく、本事業を継続して利用されている方も多く、高齢者福祉の推進に寄与しています。

達成度 目標値の設定は困難ですが、サービス利用が継続的に行われており、事業目標は達成できていると言えます。

必要性



東温市事務事業評価シート　平成29年度実施事業対象

№ ― 5

16 年度 ～ 年度

① ④

② ⑤

③

単位 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度

目標

実績

目標

実績

目標

実績

費

28 29 30

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

4 3 3 4

4 4 3 4

独居高齢者等世帯の緊急時の連絡、安否確認を行うことにより、在宅で生活する際の安心安全な暮らしの確保につながっています。
真に事業を必要とする方への利用を促進するため、制度のＰＲを積極的に行う必要があります。

二次評価者 長寿介護課長
総　合
評価点

Ａ 必要性 有効性

今後の方向性 拡大・充実

項目 評　　価　　項　　目　　の　　説　　明　（一次評価者のコメント）

独居高齢者等に機器を貸与し、緊急時の連絡手段確保を行うことにより、安心して生活できる環境を整えるため必要です。

有効性 本事業を継続して利用されている方が多く、安心して生活できる環境を整えることにより高齢者福祉の推進に寄与しています。

達成度 目標値の設定は困難ですが、サービス利用が継続的に行われており、事業目標は達成できていると言えます。

必要性

全体事業費(Ａ＋Ｂ) 4,533 4,220 4,364

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
・
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価者 高齢福祉係
総　合
評価点

Ａ 必要性 有効性 達成度 効率性

当面の
課　題

緊急時の連絡手段が必要な方の情報を収集し、緊急時の連絡手段確保を行い、安心して生活できる環境を整える必要があります。

効率性 他の高齢者見守り制度と連携を図り効率的に運用する必要があります。

改　革
計　画

制度の周知を図り、緊急時態の連絡手段確保が必要な方を適正に審査し、サービスを提供していきます。

今後の方向性 拡大・充実達成度 効率性

二次評価で
の指摘事項

計(Ａ) 3,913 3,595 3,726

人件費(Ｂ)
正職員工数・経費 0.104 620 0.104 625 0.104 638

臨時職員工数・経費 0.000 0 0.000 0 0.000 0

0

その他特定財源 406 340 180

一般財源 3,507 3,255 3,546

Ｄ
Ｏ

予算費目 会計 一般会計 費目名 老人福祉

直接事業費

平成 年度決算 平成 年度決算 平成 年度予算 備　　　　考

国・県支出金 0 0 0

地方債 0 0

指標名 計算式又は指標設定理由 最終目標

事務の性質上、指標設定に
なじまない。

参考として、対象者数を記載し
ています。

件
― ― ― ―

131 115

公的関与

089-964-4408 メールアドレス tyojukaigo@city.toon.ehime.jp

事業期間 期間設定なし

（２）福祉サービスの提供と生きがいづくり

事業区分

事業の対象
７５歳以上のひとり暮らし老人等で、市内に居住し固定電話
を所有している方。

根拠法令 東温市緊急通報装置設置要綱

総合計画 政策目標 第１章 みんなが元気になる健康福祉のまち 政策項目 ３ 高齢者施策の充実

009 2002 事務事業名 緊急通報体制整備事業 細事務事業名

主要施策

該当

事業の目的 最終的
緊急時の連絡体制を確保することで、高齢者福祉の増
進を図ります。

今年度
緊急時の連絡体制を確保することで、高齢者福祉の増進を
図ります。

活動内容

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

課　　名 長寿介護課 係　　名 高齢福祉係 電話番号

ソフト事業 事業運営方法 直営 実施計画

利用申請書を受付けます。 課税状況に応じて、個人負担金を徴収します。

必要な事項を調査し、利用の可否を決定します。 委託業者から毎月委託料の請求があり支払いの手続きをします。

決定後、委託業者が機器の設置を行います。

成果指標



東温市事務事業評価シート　平成29年度実施事業対象

№ ― 5

16 年度 ～ 年度

① ④

② ⑤

③

単位 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度

目標

実績

目標

実績

目標

実績

費

28 29 30

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

4 4 3 4

4 4 3 3

該当

事業の目的 最終的
地域住民の保健医療の向上及び福祉の増進を包括的
に支援するセンターの住民に身近な受付窓口（ブラン
チ）を設置し、高齢者福祉の推進を図ります。

今年度
地域住民の保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支
援するセンターの住民に身近な受付窓口（ブランチ）を設置
し、高齢者福祉の推進を図ります。

活動内容

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

課　　名 長寿介護課 係　　名 高齢福祉係 電話番号

ソフト事業 事業運営方法 直営 実施計画

委託契約を締結します。 毎月委託事業所から実績報告を受付けます。

市民からの在宅介護等に関して各種相談支援に総合的に応
じます。

委託料を年2回に分けて支払います。

成果指標

公的関与

089-964-4408 メールアドレス tyojukaigo@city.toon.ehime.jp

事業期間 期間設定なし

（２）福祉サービスの提供と生きがいづくり

事業区分

事業の対象
市内の在宅介護支援センター（ウェルケア重信及びガリラヤ
荘）

根拠法令 東温市地域包括支援センター活動支援事業要綱

総合計画 政策目標 第１章 みんなが元気になる健康福祉のまち 政策項目 ３ 高齢者施策の充実

009 2003 事務事業名 地域包括支援センター活動支援事業 細事務事業名

主要施策

指標名 計算式又は指標設定理由 最終目標

事務の性質上、指標設定に
なじまない。

Ｄ
Ｏ

予算費目 会計 一般会計 費目名 老人福祉

直接事業費

平成 年度決算 平成 年度決算 平成 年度予算 備　　　　考

国・県支出金 0 0 0

地方債 0 0 0

その他特定財源 0 0 0

一般財源 5,376 5,376 5,376

計(Ａ) 5,376 5,376 5,376

人件費(Ｂ)
正職員工数・経費 0.097 579 0.097 583 0.097 595

臨時職員工数・経費 0.000 0 0.000 0 0.000 0

全体事業費(Ａ＋Ｂ) 5,955 5,959 5,971

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
・
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価者 高齢福祉係
総　合
評価点

Ａ 必要性 有効性 達成度 効率性

当面の
課　題

在宅で介護サービスや介護予防サービスを受けられる方は年々増加傾向にあり、業務量の増加に対応していく必要があります。

効率性
サービスの申請時には、利用者の基本情報の提供を委託しており、円滑な事業運営が進められています。また、専門のノウハウを所有しているた
め、効率的な事業運営を進めることができます。

改　革
計　画

本事業の人員確保及び委託金額の検討を行います。

今後の方向性 拡大・充実達成度 効率性

二次評価で
の指摘事項

市民の利便性を考慮し、旧町単位に各１か所ずつ社会福祉法人に委託し、高齢者の相談窓口を設置しています。毎月それぞれ、活
動の実績報告書が提出されていますが、２法人の間で活動に差があるため、調整をする必要があります。

二次評価者 長寿介護課長
総　合
評価点

Ａ 必要性 有効性

今後の方向性 拡大・充実

項目 評　　価　　項　　目　　の　　説　　明　（一次評価者のコメント）

市内高齢者の相談窓口、高齢者実態把握調査等を委託しています。また、高齢者に対してサービスの周知、申請書提出代行を行い、福祉サー
ビスの推進のために必要です。

有効性 高齢者の相談を幅広く受付け高齢者にとって必要なサポートや制度を紹介し、安心して生活できる環境を提供できるため有効です。

達成度
事業所の訪問面談等の各種相談・支援件数にばらつきが見られ、見直しの検討の余地がありますが、高齢福祉の推進に寄与しており、事業目
標は達成できていると言えます。

必要性



東温市事務事業評価シート　平成29年度実施事業対象

№ ― 5

16 年度 ～ 年度

① ④

② ⑤

③

単位 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度

目標

実績

目標

実績

目標

実績

費

28 29 30

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

4 4 3 3

4 4 3 4

長寿の節目を迎えた米寿及び満１００歳の高齢者を対象に、祝い金を支給するとともに、満１００歳以上の方を、敬老週間がある９月に
訪問し、記念品等を贈呈します。多年にわたり社会に貢献してこられた方々に敬意を表する有効な事業と考えます。

二次評価者 長寿介護課長
総　合
評価点

Ａ 必要性 有効性

今後の方向性 拡大・充実

項目 評　　価　　項　　目　　の　　説　　明　（一次評価者のコメント）

老人福祉の推進を図り、高齢者の生きがい・健康づくりを促進していくために必要です。また、市全体として敬老の意識を継続していくために必
要です。

有効性 高齢者の長寿を祝い、多年の社会貢献に敬意するために有効です。また、該当者に対して類似する事業がなく、有効です。

達成度 目標値の設定は困難ですが、該当者には全員支給できており、事業目標は達成してます。

必要性

全体事業費(Ａ＋Ｂ) 7,722 8,242 8,314

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
・
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価者 高齢福祉係
総　合
評価点

Ａ 必要性 有効性 達成度 効率性

当面の
課　題

平成２５年度に対象者の見直しを行いましたが、今後も対象者が増加する可能性が高く、引き続き事業内容を検討していく必要があります。

効率性 市の単独事業であり、高齢化に伴い対象者が増加しています。

改　革
計　画

本事業の支給対象者及び金額の検討を行います。

今後の方向性 現状維持達成度 効率性

二次評価で
の指摘事項

計(Ａ) 7,102 7,617 7,676

人件費(Ｂ)
正職員工数・経費 0.104 620 0.104 625 0.104 638

臨時職員工数・経費 0.000 0 0.000 0 0.000 0

0

その他特定財源 0 0 0

一般財源 7,102 7,617 7,676

Ｄ
Ｏ

予算費目 会計 一般会計 費目名 老人福祉

直接事業費

平成 年度決算 平成 年度決算 平成 年度予算 備　　　　考

国・県支出金 0 0 0

地方債 0 0

指標名 計算式又は指標設定理由 最終目標

事務の性質上、指標設定に
なじまない。

参考として、対象者数を記載し
ています。

件
― ― ― ―

220 240

公的関与

089-964-4408 メールアドレス tyojukaigo@city.toon.ehime.jp

事業期間 期間設定なし

（２）福祉サービスの提供と生きがいづくり

事業区分

事業の対象
毎年４月１日現在において、市内に一年以上在住する満８８
歳、満１００歳以上の者。

根拠法令 東温市長寿祝金支給事業支給規則

総合計画 政策目標 第１章 みんなが元気になる健康福祉のまち 政策項目 ３ 高齢者施策の充実

009 2023 事務事業名 長寿祝事業 細事務事業名

主要施策

該当

事業の目的 最終的
満８８歳、満１００歳の節目に、各３万円、５万円を支給、
１００歳以上の方には記念品と賞状（１０１歳以上は祝
状）を贈呈し、長寿を尊びます。

今年度
満８８歳、満１００歳の節目に、各３万円、５万円を支給、１００
歳以上の方には記念品と賞状（１０１歳以上は祝状）を贈呈
し、長寿を尊びます。

活動内容

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

課　　名 長寿介護課 係　　名 高齢福祉係 電話番号

ソフト事業 事業運営方法 直営 実施計画

対象者に支給申請書を送付します。

申請書提出後、祝金を指定口座に振り込みます。

対象者を訪問し、記念品を贈呈します。

成果指標



東温市事務事業評価シート　平成29年度実施事業対象

№ ― 5

28 年度 ～ 29 年度

① ④

② ⑤

③

単位 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度

目標

実績

目標

実績

目標

実績

費

28 29 30

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

4 4 4 4

4 4 3 4

住み慣れた地域を支える貴重なマンパワーとして元気な高齢者に活躍していただけるよう、平成２８年度県の事業を利用し、２９年度
そのフォローアップ研修を実施しました。事業自体は２年間で終了しましたが、今後受講された方が地域の担い手として活躍する場に
ついて、さまざまな立場から検討する必要があると考えます。

二次評価者 長寿介護課長
総　合
評価点

Ａ 必要性 有効性

今後の方向性 廃止/休止

項目 評　　価　　項　　目　　の　　説　　明　（一次評価者のコメント）

高齢者が住み慣れた地域で、安心して暮らすためには、見守り・支援・介護等、地域での支え合いの活動の拡充が必要です。

有効性 講演会等を実施することにより、人材の発掘、育成を進めていきたいと考えます。

達成度 アンケート調査で、地域活動・ボランティア活動への参加意向が見られ十分達成していると考えられます。

必要性

全体事業費(Ａ＋Ｂ) 143 146 0

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
・
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価者 高齢福祉係
総　合
評価点

Ａ 必要性 有効性 達成度 効率性

当面の
課　題

地域の支え合いの活動の担い手となり、手伝いが出来る地域住民の確保をしていく必要があります。

効率性 ボランティア団体の活動支援や研修を実施している、社会福祉協議会に事業を委託しました。

改　革
計　画

色々な人と知り合うことのできる研修・講習の場を設けていきます。

今後の方向性 廃止/休止達成度 効率性

二次評価で
の指摘事項

計(Ａ) 0 0 0

人件費(Ｂ)
正職員工数・経費 0.000 0 0.000 0 0.000 0

臨時職員工数・経費 0.074 143 0.074 146 0.000 0

0

その他特定財源 0 0 0

一般財源 0 0 0

Ｄ
Ｏ

予算費目 会計 一般会計 費目名 民生

直接事業費

平成 年度決算 平成 年度決算 平成 年度予算 備　　　　考

国・県支出金 0 0 0 東温市社会福祉協議会に事
業の委託を実施。

地方債 0 0

指標名 計算式又は指標設定理由 最終目標

事務の性質上、指標設定に
なじまない。

参考として、アクティブシニア
介護ボランティア養成講座の参
加人数を記載しています。

人
30 40 ー ー

33 59

公的関与

089-964-4408 メールアドレス tyojukaigo@city.toon.ehime.jp

事業期間

（４）地域で支えあう安心なまち

事業区分

事業の対象
平成２８年度アクティブシニア介護ボランティア養成講座の
受講生及び市内在住で概ね５５歳以上のボランティアに関心
のある方

根拠法令

総合計画 政策目標 第１章 みんなが元気になる健康福祉のまち 政策項目 ３ 高齢者施策の充実

009 2032 事務事業名 アクティブシニア介護ボランティア養成・活用事業 細事務事業名

主要施策

非該当

事業の目的 最終的
元気な高齢者が住み慣れた地域を支える貴重なマンパ
ワーとして活躍できるよう、ボランティアを養成します。

今年度
前年度実施した事業内容を更に強化させた研修を行いま
す。

活動内容

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

課　　名 長寿介護課 係　　名 高齢福祉係 電話番号

ソフト事業 事業運営方法 直営 実施計画

フォロ-アップ研修。（地域で支える仕組みを知ろう）

フォロ-アップ研修。（住民主体のまちづくり-地域力と福祉-）

成果指標


